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引受人の買取引受による売出し 869,410,000円

オーバーアロットメントによる売出し 286,900,000円

（注）１．募集金額は、発行価額の総額であり、平成30年１月26

日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて

買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行

価格）で一般募集を行うため、一般募集における発行

価格の総額は上記の金額とは異なります。

２．売出金額は、売出価額の総額であり、平成30年１月26

日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。

【安定操作に関する事項】 １．今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につ

いて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取

引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる

場合があります。

２．上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 240,000株

完全議決権株式であり株主の権利に特に制限のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．平成30年２月２日（金）開催の取締役会決議によります。

２．本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行われる後記「第２　売出要項　１　売出株式

（引受人の買取引受による売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）

にあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社であるみずほ証券株式会社が当

社株主から66,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売

出し」という。）を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３．一般募集及び引受人の買取引受による売出しとは別に、平成30年２月２日（金）開催の取締役会において、

後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」に記

載のみずほ証券株式会社を割当先とする当社普通株式66,000株の第三者割当増資（以下「本件第三者割当増

資」という。）を行うことを決議しております。

４．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

５．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」とい

う。）に決定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異

なる価額（発行価格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集におけ

る発行価格の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 240,000株 994,624,000 497,312,000

計（総発行株式） 240,000株 994,624,000 497,312,000

　（注）１．全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２．発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額

を減じた額とします。

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成30年１月26日（金）現在の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
発行価額
（円）

資本組入額
（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定

（注）１．２．

発行価格等決定日

の株式会社東京証

券取引所における

当社普通株式の普

通取引の終値（当

日に終値のない場

合は、その日に先

立つ直近日の終

値）に0.90～1.00

を乗じた価格（１

円未満端数切捨

て）を仮条件とし

ます。

未定

（注）１．

２．

未定

（注）１．
100株

自　平成30年２月16日(金)

至　平成30年２月19日(月)

（注）３．

１株につ

き発行価

格と同一

の金額

平成30年２月22日(木)

（注）３．

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までの間のいずれかの日

（発行価格等決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人よ

り受取る１株当たりの払込金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額

を新規発行株式の発行数で除した金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以

下同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価

額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上

限、手取金の使途、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出

しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目

論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る

有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサ

イト（［URL］http://www.insource.co.jp/ir/index.html）（以下「新聞等」という。）で公表いたしま

す。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される

事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公

表は行いません。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場

合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。

２．前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成30年２月９日（金）から平成30年２月15日（木）までを予定しております

が、実際の発行価格等の決定期間は、平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までを予定して

おります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年２月13日（火）の場合、申込期間は「自　平成30年２月14日（水）　至　

平成30年２月15日（木）」、払込期日は「平成30年２月20日（火）」

②　発行価格等決定日が平成30年２月14日（水）の場合、申込期間は「自　平成30年２月15日（木）　至　

平成30年２月16日（金）」、払込期日は「平成30年２月21日（水）」

③　発行価格等決定日が平成30年２月15日（木）の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５．申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６．申込証拠金には、利息をつけません。
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７．株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年２月13日（火）の場合、受渡期日は「平成30年２月21日（水）」

②　発行価格等決定日が平成30年２月14日（水）の場合、受渡期日は「平成30年２月22日（木）」

③　発行価格等決定日が平成30年２月15日（木）の場合、受渡期日は「平成30年２月23日（金）」

となりますのでご注意下さい。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄記載の引受人の本店並びに全国各支店及び営業所で申込みの取扱いをいたしま

す。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　銀座支店 東京都中央区銀座四丁目２番11号

　（注）　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 192,300株
１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金とし

て、払込期日に払込取扱場

所へ発行価額と同額を払込

むことといたします。

３．引受手数料は支払われませ

ん。

ただし、一般募集における

価額（発行価格）と発行価

額との差額は引受人の手取

金となります。

三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 20,400株

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 17,300株

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 10,000株

計 ― 240,000株 ―

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

994,624,000 10,000,000 984,624,000

　（注）１．引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。

また、消費税等は含まれておりません。

２．払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成30年１月26日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額984,624,000円については、一般募集と同日付をもって決議された本件第三者割当増資

の手取概算額上限271,121,000円と合わせた手取概算額合計上限1,255,745,000円について、今後の更なる事業

成長を見据え、設備投資資金として採用支援サービス及びＩＴサービスにおけるシステム開発投資資金に

750,000千円（平成30年９月期：50,000千円、平成31年９月期：500,000千円、平成32年９月期：200,000千

円）、マーケティング・広告宣伝資金に280,000千円（平成30年９月期：50,000千円、平成31年９月期：

100,000千円、平成32年９月期：130,000千円）、人材採用・育成資金に残額を充当する予定であります。

　また、上記手取金は、具体的な支出が発生するまでは安全性の高い金融商品等で運用していく方針でありま

す。

　なお、当社グループの主な設備投資計画については、本有価証券届出書提出日現在（ただし、投資予定金額

の既支払額については平成29年12月31日現在）、以下のとおりとなっております。

事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額（千円）
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

東京

セミナールーム

（東京都千代田区）

建物内装、造作、敷金 15,000 3,090 自己資金
平成30年

９月期中

平成30年

９月期中
－

本社

（東京都千代田区）

顧客向けシステム

（採用支援サービス）
250,000 － 増資資金

平成31年

９月期中

平成31年

９月期中
－

本社

（東京都千代田区）

顧客向けシステム

（ＩＴサービス）

50,000 － 増資資金
平成30年

９月期中

平成30年

９月期中
－

250,000 － 増資資金
平成31年

９月期中

平成31年

９月期中
－

200,000 － 増資資金
平成32年

９月期中

平成32年

９月期中
－

本社

（東京都千代田区）
顧客向けシステム 51,400 12,120 自己資金

平成30年

９月期中

平成30年

９月期中
－

本社

（東京都千代田区）
社内基幹システム

51,600 2,787 自己資金
平成30年

９月期中

平成30年

９月期中
－

50,000 － 自己資金
平成31年

９月期中

平成31年

９月期中
－

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力については、測定が困難なため、記載を省略しております。

３．当社グループは「教育サービス事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される

引受価額にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行い、当

該引受価額と異なる価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の

総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金としま

す。売出人は引受人に対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式 200,000株 869,410,000

東京都新宿区

川端　久美子　　　　　　　　 100,000株

東京都港区

大島　浩之　　　　　　　　　　42,200株

東京都千代田区

舟橋　孝之　　　　　　　　　　20,000株

神奈川県横浜市中区

大畑　芳雄　　　　　　　　　　20,000株

千葉県浦安市

澤田　哲也　　　　　　　　　　10,000株

大阪府豊中市

水野　大輔　　　　　　　　　　 3,200株

兵庫県神戸市北区

上林　憲雄　　　　　　　　　　 1,000株

埼玉県朝霞市

帰山　智幸　　　　　　　　　　 1,000株

東京都千代田区

西　将司　　　　　　　　　　　 1,000株

神奈川県川崎市高津区

百瀬　康倫　　　　　　　　　　　 600株

神奈川県横浜市中区

藤本　茂夫　　　　　　　　　　　 500株

大阪府守口市

松木　宏明　　　　　　　　　　　 500株

　（注）１．一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出し

の主幹事会社であるみずほ証券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．売出価額の総額は、平成30年１月26日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏
名又は名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１．２．

発行価格等決

定日の株式会

社東京証券取

引所における

当社普通株式

の普通取引の

終値（当日に

終値のない場

合は、その日

に先立つ直近

日の終値）に

0.90～1.00を

乗じた価格

（１円未満端

数切捨て）を

仮条件としま

す。

未定

(注)１．２．

自　平成30年

２月16日(金)

至　平成30年

２月19日(月)

（注）３．

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融商品

取引業者の本

店並びに全国

各支店及び営

業所

東京都千代田区大手

町一丁目５番１号

みずほ証券株式会社

(注)４．

　（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までの間のいずれかの日

（発行価格等決定日）に、売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売

買代金）を決定いたします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定さ

れた場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入

額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、

引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオー

バーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行

価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後か

ら申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］

http://www.insource.co.jp/ir/index.html）（新聞等）で公表いたします。しかしながら、発行価格等の

決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂

正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。また、発行価格

等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が

交付されます。

２．前記「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは

異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．株式の受渡期日は、平成30年２月23日（金）であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成30年２月９日（金）から平成30年２月15日（木）までを予定しております

が、実際の発行価格等の決定期間は、平成30年２月13日（火）から平成30年２月15日（木）までを予定して

おります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成30年２月13日（火）の場合、申込期間は「自　平成30年２月14日（水）　至　

平成30年２月15日（木）」、受渡期日は「平成30年２月21日（水）」

②　発行価格等決定日が平成30年２月14日（水）の場合、申込期間は「自　平成30年２月15日（木）　至　

平成30年２月16日（金）」、受渡期日は「平成30年２月22日（木）」

③　発行価格等決定日が平成30年２月15日（木）の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．元引受契約の内容
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買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引

受人の手取金と同一といたします。

金融商品取引業者の引受株式数

金融商品取引業者名 引受株式数

みずほ証券株式会社 200,000株

５．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６．申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７．申込証拠金には、利息をつけません。

８．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又
は名称

普通株式 66,000株 286,900,000
東京都千代田区大手町一丁目５番１号

みずほ証券株式会社

　（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要

状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社であるみずほ証券株式会社が当社株主から66,000株

を上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出

しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出し

そのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及

び引受人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の

総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、引受

人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバー

アロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格

等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申

込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］

http://www.insource.co.jp/ir/index.html）（新聞等）で公表いたします。しかしながら、発行価格等の

決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂

正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。また、発行価格

等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が

交付されます。

２．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３．売出価額の総額は、平成30年１月26日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

（注）１．

自　平成30年

２月16日(金)

至　平成30年

２月19日(月)

（注）１．

100株

１株につき売

出価格と同一

の金額

みずほ証券株

式会社の本店

並びに全国各

支店及び営業

所

― ―

　（注）１．売出価格及び申込期間については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」において

決定される売出価格及び申込期間とそれぞれ同一といたします。

２．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３．申込証拠金には、利息をつけません。

４．株式の受渡期日は、平成30年２月23日（金）（※）であります。

※　ただし、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」における株式の受渡期日と同日

といたします。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振

替口座での振替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹

事会社であるみずほ証券株式会社が当社株主から66,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーア

ロットメントによる売出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、66,000株を

予定しておりますが、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによ

る売出しそのものが全く行われない場合があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、みずほ証券株式会社が上記当社株主から借入れた株式

（以下「借入れ株式」という。）の返還に必要な株式をみずほ証券株式会社に取得させるために、当社は平成30年２

月２日（金）開催の取締役会において、みずほ証券株式会社を割当先とする当社普通株式66,000株の第三者割当増資

（本件第三者割当増資）を、平成30年３月22日（木）を払込期日として行うことを決議しております。（注）１．

　また、みずほ証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出

しの申込期間の終了する日の翌日から平成30年３月16日（金）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」とい

う。（注）２．）、借入れ株式の返還を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによ

る売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合

があります。みずほ証券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返

還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、みずほ証券株式会社の判断でシンジケートカ

バー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカ

バー取引を終了させる場合があります。

　さらに、みずほ証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売

出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により買付けた当社普通株式の全部又は一部を借

入れ株式の返還に充当することがあります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し、借入れ株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、みずほ証券株式会社は、当該オーバーアロットメ

ントによる売出しからの手取金を原資として、本件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予

定であります。そのため本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失

権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合

があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、みずほ証券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れは行われません。したがってこの場合に

は、みずほ証券株式会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じず、申込みを行わないため、失権により本件第三

者割当増資における新株式発行は全く行われません。また、株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取

引も行われません。

（注）１．本件第三者割当増資の内容は以下のとおりであります。

(1）募集株式の種類及び数　　　　　　　　当社普通株式　　66,000株

(2）払込金額の決定方法　　　　　　　　　発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集にお

ける発行価額と同一とする。

(3）増加する資本金及び資本準備金の額　　増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出

される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果

１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものと

する。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額

から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。

(4）割当先　　　　　　　　　　　　　　　みずほ証券株式会社

(5）申込期間（申込期日）　　　　　　　　平成30年３月20日（火）

(6）払込期日　　　　　　　　　　　　　　平成30年３月22日（木）

(7）申込株数単位　　　　　　　　　　　　100株

２．シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成30年２月13日（火）の場合、「平成30年２月16日（金）から平成30年３月16日

（金）までの間」

②　発行価格等決定日が平成30年２月14日（水）の場合、「平成30年２月17日（土）から平成30年３月16日

（金）までの間」
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③　発行価格等決定日が平成30年２月15日（木）の場合、「平成30年２月20日（火）から平成30年３月16日

（金）までの間」

となります。

 

２　ロックアップについて

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である川端久美子、大島浩之、舟橋孝之、大畑芳

雄、澤田哲也、水野大輔、上林憲雄、帰山智幸、西将司、百瀬康倫、藤本茂夫及び松木宏明並びに当社株主である株

式会社ルプラスは、みずほ証券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及び引受人の買取引受による

売出しの受渡期日から起算して180日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、みずほ証券

株式会社の事前の書面による承諾を受けることなく、当社普通株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出

し等を除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社はみずほ証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、みずほ証券株式会社の事前の書面による承諾を受

けることなく、当社普通株式及び当社普通株式を取得する権利又は義務を有する有価証券の発行等（ただし、一般募

集、本件第三者割当増資、株式分割による新株式発行、新株予約権の権利行使による当社普通株式の交付に基づく新

株式発行、ストックオプションとしての新株予約権の発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの場合においても、みずほ証券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意

の内容を一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。

 

３　新株予約権の発行について

　平成30年２月２日（金）開催の取締役会において、当社及び当社子会社の取締役及び従業員等に対してストック・

オプションとしての新株予約権を発行することを決議しております。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。
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第４【その他の記載事項】
　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社の社章 を記載いたします。

 

・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

　今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同

じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資

本組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、手取金の使途、引

受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロッ

トメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行

価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期

間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］

http://www.insource.co.jp/ir/index.html）（以下「新聞等」という。）で公表いたします。しかしながら、発行

価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂

正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。また、発行価格等が決定

される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。

 

募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1）金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の規制

に関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）第15条の５に定める期間（有価証券の募集又は売出しに

ついて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該

有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間（※１））において、当該有価証券と同一の銘柄

につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引システムにおける空売り

（※２）又はその委託若しくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応じて取得した有

価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ（※３）の決済を行うことはできません。

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り（※２）に係る有価証券の借入れ（※３）の

決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得させ

ることができません。

※１　取引等規制府令第15条の５に定める期間は、平成30年２月３日から、発行価格及び売出価格を決定したこと

による有価証券届出書の訂正届出書が平成30年２月13日から平成30年２月15日までの間のいずれかの日に提出

され、公衆の縦覧に供された時までの間となります。

※２　取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。）、投資法人債券等の空売り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

※３　取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け）を含みま

す。

 

・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。
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（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　平成28年７月21日から平成30年１月26日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び

株式売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。

　なお、当社株式は、平成28年７月21日をもって株式会社東京証券取引所に上場いたしましたので、それ以前の株

価、ＰＥＲ及び株式売買高について該当事項はありません。

 

 

　（注）１．・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

２．ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益（連結）

平成28年７月21日から平成28年９月30日については、平成28年６月17日提出の有価証券届出書の平成27年９

月期の連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成28年10月１日から平成29年９月30日については、平成28年９月期有価証券報告書の平成28年９月期の連

結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成29年10月１日から平成30年１月26日については、平成29年９月期有価証券報告書の平成29年９月期の連

結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。
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２【大量保有報告書等の提出状況】

　平成29年８月２日から平成30年１月26日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は、以下

のとおりであります。

提出者（大量保有者）の氏名
又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等の
総数（株）

株券等の保有
割合（％）

アセットマネジメントＯｎｅ

株式会社 平成29年７月31日 平成29年８月７日
変更報告書

（注）１.

507,500 6.18

みずほ証券株式会社 19,100 0.23

アセットマネジメントＯｎｅ

株式会社
平成29年８月31日 平成29年９月７日 変更報告書 617,900 7.52

アセットマネジメントＯｎｅ

株式会社 平成29年12月15日 平成29年12月22日
変更報告書

（注）１.

691,200 8.41

みずほ証券株式会社 9,900 0.12

　（注）１．アセットマネジメントＯｎｅ株式会社及びみずほ証券株式会社は共同保有者とされております。

２．上記大量保有報告書は関東財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社普通株式が上場されている株式会

社東京証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第15期（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）平成29年12月21日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第16期第１四半期（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月２日関東財務局長に

提出

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成30年２月２日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成29年12月21日

に関東財務局長に提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成30年２月２日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を平成30年２月２日

に関東財務局長に提出

（注）　なお、発行価格等決定日に本４の臨時報告書の訂正報告書が関東財務局長に提出されます。

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本有価証券届出書提出日（平成30年２月２日）

までの間において生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は当該有価証券報告書等の「事業等のリスク」を

一括して記載したものであります。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日

（平成30年２月２日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

　本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると

考えられる事項を下記に記載しております。当社グループは、これらのリスクの可能性を認識した上で、発生の回避及

び発生した場合には当該リスクによる影響が最小限となる対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断

は、以下の事業等のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　なお、記載事項における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）事業環境について

　当社グループは、民間企業を中心とする民間セクター及び官公庁や地方自治体及びその関連団体等の公的セク

ターを主要顧客としております。民間セクター向けの事業においては、国内外の経済情勢や景気動向等の理由によ

り、顧客の人材育成ニーズが減退し、研修予算が削減されるような場合、また、公的セクター向けの事業において

は、自治体の財政の悪化に伴って、政府や首長の方針により組織内人材教育に対する予算が大きく削減されるよう

な場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）競合について

　社会人を対象とした教育研修事業に関しては、他の研修会社、コンサルティング会社、シンクタンク系の研修会

社等、多数の企業が参入しており、今後一層、競争が激化するものと認識しております。これまで、当社が他社に

対する競争力の源泉としてきた新規コンテンツの開発力や、システムを活用した研修の効率運営において、他社に

対する優位性が維持できなくなった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(3）当社グループの事業について

①　商品、サービスについて
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　当社グループの現在の売上構成は、講師派遣型研修と公開講座の２事業が中核となっておりますが、今後のさ

らなる成長を図るにあたっては、これら２事業に加えて、ｅラーニング・映像制作分野やシステム販売分野等

を、新たな中核事業として育てていく方針です。しかし、これらの事業が想定通りに育たなかった場合、当社グ

ループの中長期的な業績に影響を与える可能性があります。

 

②　システムについて

ⅰ　社内システムの開発体制について

　当社グループでは社内業務のシステム化を積極的に推し進めることで、業容の拡大の中でも人件費を中心と

したコストの増加を極力抑えることで競争力を高めてまいりました。しかし今後、プロジェクト管理や開発要

員確保の不調等の理由により、システム開発の進捗が滞った場合、効率的な社内業務の推進が阻害されたり、

社内システムをベースとした顧客管理・営業支援システムの外販化が遅れたりすることで、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

ⅱ　システム障害について

　当社グループの提供サービスやそれを支える社内業務は、コンピューター及びインターネット技術に密接に

関連しております。したがって、通信事業者が運営する通信ネットワークサービスに依存しており、電力供給

不足、災害や事故等によって通信ネットワークやサーバーが利用できなくなった場合、コンピューターウィル

スによる被害にあった場合、あるいは自社開発サーバー・ソフトウェアに不具合が生じた場合等によって、当

社グループのサービスの提供が不可能となる可能性があります。このような事態が発生した場合には、お客様

等から損害賠償の請求や当社グループの社会的信用を失う可能性があり、当社グループの事業及び業績に重大

な影響を与える可能性があります。

ⅲ　セキュリティについて

　当社グループはハッカーやコンピューターウィルス等に備えるためのセキュリティ対策を施しております

が、外部からの不正な手段によるサーバー内の侵入などの犯罪や従業員の過誤等によりお客様の個人情報等重

要なデータが消去または不正に入手される可能性は否定できません。このような事態が発生した場合には損害

賠償の請求を受ける可能性があり、また当社グループの社会的信用を失うことになり、当社グループの事業及

び業績に重大な影響を与える可能性があります。

 

③　知的財産権について

　当社グループの事業においては、オリジナルコンテンツの制作を重視している関係上、著作権・商標権などの

知的財産の確保が業務遂行上重要になっております。当社グループでは、商標権の取得や著作権の明示など、さ

らに開発した技術・ノウハウなどの保護・保全に努めておりますが、悪意の第三者によるサービスの模倣などに

より、当社グループの営業展開に支障が生じ、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　一方、逆に第三者に帰属する商標権や著作権などの知的財産権、肖像権などを侵害しないよう、事前に権利関

係を調査するなど細心の注意を払っておりますが、万が一、第三者の知的財産権、肖像権などを侵害した場合、

当社グループの社会的信用を失うとともに、損害賠償による損失が生じた場合、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

 

④　講師の確保について

　研修の成否を決める重要な要因の一つに講師の品質があります。したがって良質な研修を実施するには的確な

スキルや知識、経験をもった講師の確保が不可欠であります。

　当社グループでは、引き続きこれらの講師の確保に努めていく方針でありますが、今後将来において、当社グ

ループが求めるスキルや知識、経験をもって研修を行うことができる講師を適切な契約条件で確保できなくなっ

た場合、当社グループの研修実施に重大な支障が生じ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(4）組織体制について

①　人材の確保と育成について

　これまでの当社グループの成長は、業容の拡大に連動した形で必要な量及び質の人材を確保できたことによる

ところが大きいと認識しております。今後の更なる業容の拡大と事業内容の多様化に対応すべく、優秀な人材の

確保が当社にとって最重要課題の一つであると考えております。しかしながら、人材の確保が思うように進まな

い場合や、社外流出等何らかの事由により既存の人材が失われた場合には、当社グループの事業活動に支障をき

たし、業績に悪影響を与える可能性があります。また、採用した人材の育成が想定通りに進まなかった場合、生

産性が下がる可能性があります。

 

②　組織構造の変化について

　当社グループは、ベンチャー企業らしいフラットな組織構造と、新しいことにチャレンジすることを推奨する

組織風土の良さを活かし、コンテンツの開発やサービスの展開にあたり、直接経営者とやり取りをしながら進め
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てまいりました。今後、組織規模の拡大に伴い、社内のコミュニケーションの悪化や、社内手続きの硬直化と

いった弊害が顕在化した場合、機を捉えた意思決定ができなくなるリスクがあります。

 

(5）四半期ごとの収益変動について

　当社グループの収益の大半を占める講師派遣型研修事業並びに公開講座事業におきましては、４月に新人研修が

集中するなど、年間行事に沿って特定の時期に偏った売上計上となる傾向にあります。例年、１月から３月を含む

第２四半期の売上高が最も低くなりますが、費用構成に占める人件費などの固定費率が高く、年間を通じて変動が

小さいため、第２四半期の収益性が他の四半期と比較して低くなる傾向にあります。

　なお、平成29年９月期における四半期別の売上高及び営業利益の構成は、次のとおりであります。

    （平成29年９月期）
 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

 平成28年10～12月 平成29年１～３月 平成29年４～６月 平成29年７～９月

売上高（千円） 884,764 769,409 967,231 963,755

構成比（％） 24.7 21.5 27.0 26.9

営業利益（千円） 147,927 86,329 184,424 173,330

構成比（％） 25.0 14.6 31.2 29.3

 

(6）その他

①　個人情報・機密情報について

　当社グループはその事業運営に際し、関係者の個人情報及び機密情報を少なからず保有しており、当社グルー

プの個人情報の取り扱いについては、「個人情報の保護に関する法律」が適用されます。そのため、適切に個人

情報を取り扱う体制を整備していることの証として、プライバシーマークを取得いたしております。

　第三者によるセキュリティ侵害、ハッキング、従業員の故意または過失などによって、当社グループが保有す

る関係者の個人情報や機密情報の外部流出又は不正使用などが発生した場合、当社グループは顧客などに対する

損害賠償責任を負うとともに、当局から業務改善命令を受ける可能性があるなど、当社グループの事業、業績及

び社会的信用に悪影響を与える可能性があります。

 

②　講師やコンテンツ出演者の不祥事・風評等のリスクについて

　当社グループは、講師やコンテンツ出演者が、事故、事件、不祥事等を起こした場合、または巻き込まれた場

合、風説、風評及び報道がなされた場合等には、該当する講師の研修への登壇中止、該当する出演者が出演する

コンテンツの使用中止等の措置が必要となり、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。また、

これらの発生事象に対し、当社グループの対応の如何に関わらず、当社グループにとって悪影響のある形で当該

発生事象が投資家、マスメディア、インターネット、その他社会一般に広まった場合等には、当社グループに対

する社会的信用が損なわれ、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社インソース　本社

（東京都千代田区神田錦町一丁目19番１号　神田橋パークビル５Ｆ）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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